

























No. 662、2015 年、54-62 頁］）。
2　林隆春氏（アバンセ社長）BS1 スペシャル「それでもジャパニーズドリーム―日系南米人集団
団地の冬」2016 年 2 月 24 日放映。
3　2016 年 1 月 28 日、参議院本会議における安倍晋三首相答弁。








　1983 年中曽根内閣は、突如留学生受け入れ 10 万人計画（「21 世紀の留学生政策




友好促進を目指すという援助型の姿勢が、2008 年の「留学生 30 万人計画」まで、
日本の留学生政策の基本的な枠組みとなった。
　10 万人というのは当時米国が約 31 万人、フランスが約 12 万人、イギリス及び
西ドイツがそれぞれ約 6 万人という実態を踏まえ、留学生数を提言当時のフランス
並みにするという数値目標であったが 7、前述の8,116人―約１万人―から突如10











7　 茂住和世「『留学生 30 万人計画』の実現可能性をめぐる一考察」(『東京情報大学研究論集』13
巻、2000 年、40-52 頁
8　 横田（2012）前掲論文、及び横田雅弘「留学生受入れのこれからの 10 年を戦略的に考える―







　それが 2008 年の「留学生 30 万人計画」になると、「援助型」から「獲得型」に



























（ウェブマガジン『留学交流』Vol. 10、2012 年 1 月号）




































































留学生の受入れ」（『留学生教育』第 17 号、2012 年、1-9 頁）
26　同上











　法務省によれば、日本で暮らす外国人は 2016 年 6 月末、過去最多となった（230
万 7,388 人）32。3 ヶ月を超える在留資格を持つ人が対象で、過去最多とはいえ日本
の総人口（1 億 2699 万、2016 年 7 月 1 日）の 2% に満たないが、政府は少子化に
より日本人の労働人口が減る中、「働き手」としての外国人に大きな期待をかけて
いる。









28　Philip Seargeant, The Idea of English in Japan: Ideology and the Evolution of a 
Global Language (Bristol: Multilingual Matters, 2009).
29　文部科学省「外国人留学生の就職促進について（外国人留学生の就職に関する課題等）」2016
年 6 月
30　 「中小企業、留学生へ熱視線」（朝日新聞、2015 年 12 月 4 日）
31　例えば「日本再興戦略 改訂 2015―未来への投資・生産性革命」（2015 年 6 月 30 日）など。
32　朝日新聞、2016 年 9 月 27 日




























35　「『日本再興戦略』改訂 2014―未来への挑戦」2014 年 6 月 24 日
36　「外国人実習拡大『最長 5 年』提言」（朝日新聞、2014 年 6 月 11 日）
37　「技能実習巡る違反最多 受け入れ事業所、外国人に不当待遇」（日本経済新聞、2016 年 8 月 17 日）
38　「医療・介護の外国人 難しい定着」（朝日新聞、2016 年 9 月 18 日）
39　文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成 26 年度）」
40　「日本語指導 高まる必要性」（朝日新聞、2015 年 11 月 27 日）
















期化」である 42。2011 年より、小学校 5・6 年生の「外国語活動」が必修となった。
とはいえ実質は「英語活動」で、現在 5・6 年生には週一コマが必修、更に 2013
年には、2020 年より必修化を 3 年生に早め、5・6 年生には「教科化」─つまり
正式な教科となり、外国語活動として歌や遊びなどを楽しむのみならず、成績がつ






ばならないが、2014 年の文科省の調査 44 では、小学校教員のうち中学英語の免許を
持つ教員は 5.3%、よって外国人の ALT（Assistant Language Teacher、外国語
指導助手）に頼らざるを得ない。同調査によれば全国の小学校で ALT は約１万人、
（2016 年 8 月 26 日）。
42　2013 年 5 月 28 日、安倍総理の私的諮問機関である教育再生実行会議が「小学校英語の早期化」
を提言。




2 校に一人配置されている計算になる。しかし同じく 2014 年に発表された上智大
学の調査では、調査対象となった約 1,800 人の ALT のうち、教員としての訓練を
受けているのは 15% に過ぎない 45。近年では ALT は、政府の協力の下に行われる
JET プログラム（The Japan Exchange and Teaching Programme 語学指導等
を行う外国青年招致事業）のみならず、民間業者からも派遣され、学校の教育を民
間業者や ALT に丸投げするのは果たして健全かという声も上がっている 46。
　そして 2020 年新学習指導要領により英語が正式な教科になると、どうやって授
業時間を確保するのかという懸念が強まっている。現在小学校 5・6 年生の英語は
年間 35 時間の「外国語活動」だが、2020 年に教科化されれば 2 倍の 70 時間、週
一コマから二コマになる計算である。5・6 年生の場合、一週間（5 日）の授業時














45　『小学校・中学校・高等学校における ALT の実態に関する大規模アンケート調査研究 中間報
告書』上智大学、2014 年 
46　鳥飼玖美子『危うし ! 小学校英語』文春新書、2006 年
47　現行学習指導要領・生きる力
48　「小学英語 休み時間・夏休みも？」（朝日新聞 2016 年 2 月 23 日）、「授業年 35 時間増 文部科
学省が対策へ」（朝日新聞 2016 年 7 月 20 日）
49　「小学校部会におけるこれまでの議論のとりまとめ（案）」（中央教育審議会・教育課程部会・
小学校課程部会（第 7 回）配布資料（2016 年 3 月 14 日）




























54　イーオン「中高における英語教育実態調査 2016」（2016 年 8 月 19 日）。英会話教室イーオンが、
中学・高校の現役英語教師 363 名を対象に全国 5 都市で実施。




























飼 63 によれば、日本人の英語との接触量は、母語話者と比べて約 34 倍の差がある
という。氏の見積もりだと母語話者の場合、日本の中学校１年生に当たる 10 歳の
子供の例で考えると、10 年間の接触量は一日 10 時間、365 日の 10 倍で、36,500
時間。日本人の場合、中学・高校で週 3 時間・年 40 週を 6 年（720 時間）、大学で
も週 3 時間・年 30 週を 4 年（360 時間）、合計 1,080 時間。同じ 10 年でも母語話
者の 45 日分しか英語に接触していないということになる。元々のインプットが少
57　下村文部科大臣「人材力強化のための教育戦略」2013 年 3 月 15 日
58　施光恒「英語強化は民主主義の危機　分断も招く」（朝日新聞・オピニオン＆フォーラム、
2016 年 9 月 8 日）、及び岩上安身氏によるインタビュー 2016 年１月 26 日。
59　酒井順一郎「日本留学界の原点 日本語―日本留学にとっての日本語」（『留学交流』2011 年 3
月号、2011 年、22-25 頁）
































64　鳥飼玖美子『「英語公用語」は何が問題か』角川書店、2010 年、96 頁 
65　鳥飼（2010）、前掲書、30 頁
66　施光恒「英語強化は民主主義の危機 分断も招く」（朝日新聞、2016 年 9 月 8 日）　
67　「韓国日報」（2008 年 10 月 9 日）。注 60 において寺島氏が引用。　
68　大野博人「グローバル人材ってだれ？」（朝日新聞「日曜に想う」、2013 年 6 月 16 日）
キリストと世界　第27号　　柳沢美和子
133
を見失うことのないよう、また先人の遺産である世界に通用する日本語の高等教育
をみすみす捨てることのないよう、教育者は心したいものである。日本人がつきた
がらない仕事に従事する外国人に下支えされた日本社会で、これ以上負の「グロー
バル化」が進行しないよう、まずはそれぞれの持ち場で良心を保ち、人が見える、
人を思いやる、人を育てるグローバル化を協力して進めて行きたい。
